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１ はじめに 
重要伝統的建造物群保存地区(以下重伝建地区と表
記)は昭和 50 年の文化財保護法の改正によって全国各
地に残る歴史的な集落・町並みの保存を目的に成立し
た地区である。平成 23年（2011）3月 11日に発生した
東北地方太平洋沖地震（以下東日本大震災と表記)によ
り関東の重伝建地区 5 地区〔茨城県桜川市真壁町地区
(以下真壁と表記)、千葉県香取市佐原地区(以下佐原と
表記)、埼玉県川越市川越地区(以下川越と表記)、栃木
県栃木市嘉右衛門町地区(以下栃木と表記)、群馬県桐
生市桐生新町地区(以下桐生と表記)〕において、地震
による多数の被害が発生した。特に真壁・佐原では町
家や土蔵の瓦屋根が崩落するなど大きな被害となった。
内陸部に位置する桐生も被害が多い。 
 重伝建地区が地震で被災したのは、平成 7 年(1995)
の兵庫県南部地震(以下阪神・淡路大震災と表記)の神
戸市北野町山本通り地区(以下北野町と表記)と平成 19
年(2007)の能登半島地震の石川県輪島市黒島地区(以
下黒島と表記 ※黒島は震災からの復興を契機に保存
運動が高まり平成 21 年(2009)に選定されている)の 2
地区の例だけである。  
 多くの伝統的建造物を抱える重伝建地区が地震で被
災すると再建に多大な時間と費用が必要となり、地震
防災計画の策定が課題となる。本研究では、東日本大
震災における関東の重伝建地区 5 地区（真壁・佐原・
桐生・栃木・川越）の町家と土蔵の地震被害の損傷記
録の作成と分析を行い、重伝建地区における今後の地
震防災の在り方について研究した。 
日本建築学会は重伝建地区の被害の状況について
「2011 年東北地方太平洋沖地震災害調査速報」1)及び
「東日本大震災合同調査報告」2)を公表している。本地
震による建築学会の調査報告等は、被害の概要につい
てはまとめられているが、被害全体の記録や、被害の
分析は公表されていない 
文化庁は阪神・淡路大震災で多くの文化財に被害が
出たことから、翌年「文化財建造物等の安全性確保に
対する指針」等の通知を出し、初めて重伝建地区に対
して耐震化を進めるようにとの方針を出した。東日本
大震災では再び大きな被害が出たことや、南海トラフ
や首都圏直下型地震の危険性が指摘されることから、
平成 24 年に「重要文化財耐震診断指針」等を改定し、
重伝建地区の特定建築物に対して、具体的な耐震補強
についての手法を示している。 
 
２ 研究の対象と方法 
 本研究では、他地区においても比較検討が容易なよ
うに、調査対象を全国に広く分布する木造の町家と土
蔵のみを対象とした。各地区は、地元の建築士会や、
他県からの応援を得て、被害調査記録が概ね 2011年 9
月までにまとめられていた。私は、5月以降各地区に都
合 8 回入り、町家と土蔵の地上からの被災状況を整理
した。しかしながら、既にブルーシートに覆われてい
る建物が多く、地上から被災状況を確認するのが困難
な建物もある為に、Google earthを活用し、ビニール
シートの掛けられた範囲を損傷部分としてまとめた。
2012年 3月以降、各自治体の被害調査記録の貸与を受
け、著者独自の被害調査と照合し、本研究の損傷記録
をまとめた。 
(1)本震及び余震 
宮城県沖を震源とする M9.0の本震では、桐生と真壁
が震度 6弱、佐原は 5強、栃木・川越地区は 5弱を計
測した。関東 5地区全ての地区が震度 5弱以上を越え
ていたので、気象庁の震度階級関連解説表に示す耐震
性の低い木造建造物に被害を及ぼすという震度 5 弱を
超えていた。本震から約 30分後の茨城県沖を震源とす
るM7.7の大きな余震では佐原は再び5強、真壁は5弱、
他地区は全て 4以下で、佐原と真壁だけが震度 5弱以
上を計測した。 
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 表２ 各地区の地質及び地盤の固有周期 
表1 各地区の震度注１) 
 
(2)調査地区の地盤の固有周期 
地震動は軟弱地盤では大きな揺れが、増幅するこ
とが、また扇状地形も地震動が増幅するケースがあ
ることが知られている。各地区の地質を調べる為に、
各県で公表している地質データ等を入手し、これらの
資料を基に、告示式で、地盤の固有周期の推計値を求
めた。その結果、真壁は 0.841 秒と軟弱地盤の固有周
期であった。佐原は 0.297秒～0.868秒と固有周期に違
いが出ていた。忠敬橋から小野川下流ほど軟弱地盤の
固有周期であり、小野川下流が軟弱地盤であることが
判った。桐生の地質は玉石混じりの砂礫であり、固有
周期も0.1秒前後と扇状地形の地盤性状を示していた。
栃木と川越は 0.3 秒前後の固有周期であった。これら
の資料を基にして、本震や余震の影響及び地盤の影響
で損傷にどの程度の差が出ているかの比較検討を行い、
重伝建地区の地震防災計画を策定するうえでの基礎資
料を作成している。 
 
３ 各地区の損傷記録と考察 
(1)真壁の損傷記録と考察 
真壁は、平成 22年に重伝建地区として選定され、保
存修理工事に取り掛かる矢先に被災した。町家 54 棟、
土蔵 19棟の損傷記録を作成し、図面が入手できた町家
や土蔵の損傷の分析を行った。屋根及び外壁・軸組の
どちらかが中破以上の損傷した建物が町家は約 63％、  
土蔵は約 79％となっており、被害が大きかったこと 
を示している。 
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図1 佐原町家屋根損傷分布図（出典：真壁保存計画図を基に編集） 
(2)佐原の損傷記録と考察 
佐原は関東で最も早く平
成 8 年に重伝建地区に選定
され、東日本大震災前までに
全棟の 7 割まで町家や土蔵
の保存修理工事は進んでい
た。町家 75棟、土蔵 26棟の
損傷記録を作成した。佐原は
小野川流域と、香取街道の 2
つの地区に分類して考察を
行った。町家の屋根は小野川
から 80m離れれば、ほとんど
被害は発生していない。土蔵
の屋根も小野川から 120m離
れれば、ほとんど被害は無か
った。 
町家の外壁は忠敬橋から
下流で、下屋の軸組が傾斜す
るなどの被害が発生した。土
蔵は小野川左岸で被害が多
く発生した。小野川流域特に
忠敬橋から下流で多くの被
害が発生したことが判った。 
(3)桐生・栃木・川越の損傷
記録と考察 
真壁・佐原と同様に損傷記
録をまとめ、損傷の考察を行
った。屋根瓦を崩 落させた
ものはほとんどなく、外壁・
軸組の被害が多く見られた。
多くが上部漆喰のひび割
れ程度で中壁から崩落さ
せたものは少なかった。 
 
４ 全地区の損傷の比較と考察 
(1)真壁・佐原で地震動が増幅した要因 
 各地区の損傷記録と地盤の固有周期による比較分析
を行うと、真壁や特に佐原の小野川沿いで他地区と比
較して損傷が大きかった要因は、軟弱地盤により地震
動が増幅した結果であることを確認できた。また桐生
は、地質は地表からすぐ下には玉石混じりの砂礫層と
なっており、明らかに扇状地系を示す地質となってい
た。本震で震度 6 弱を計測したのは、扇状地系の影響
で両側の山の反射波の影響で地震動が増幅した影響で 
あった。 
(2)町家の耐震性 
各地区の中で、被害の大きかった真壁・佐原のうち
図面が入手できた町家と土蔵を対象に 5の耐震診断の
方法で損傷の分析を行った。 
佐原では保存修理工事が行われた建物と行われてい
ない建物では大きな違いが見られた。一般診断法では、
全ての町家の評点は、倒壊の恐れのある 0.7 を下回っ
ていたが、全面修理工事の建物は評点が低くても損傷
は起きた建物は少なかった。 
町家の形状による損傷分析を行うために、保存修理
工事による影響の少ない真壁を対象に分析を行った。 
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 図２ 各地区屋根損傷比較表 図３ 各地区外壁損傷比較表 
(2)-1 南北方向の土壁の偏在 
関東の重伝建地区の町家は、冬の北西風で、大火が
頻繁に発生したことから、隣地からの延焼防止の為に、
北西側を塗籠した防火構造となっているものがある。
南に庭を設ける為に、壁が偏在し、偏心が大きくなる。
10棟（24棟中）に、1階で南北の土壁の偏在があり、
そのうち 4棟の外壁・軸組損傷が中破以上となってい
た。防火構造として発展してきた関東の重伝建地区の
町家の南北の壁の偏在が損傷の一因であったことを確
認することが出来た。 
(2)-2 伝統的な下屋庇の構造 
江戸期以来の関東の重伝建地区の町家は、下屋庇を
持つ伝統形式となっているものがある。町火消が 2 階
の屋根にはしごを掛ける為の下屋庇は、破壊消防の為
に考えられたものである。しかしながらこの形式は、2
階の壁を梁で受ける耐震上好ましくない軸組である。
真壁において、下屋庇の町家18棟と、昭和期以降の腰
屋根形式の庇を持つ町家3棟の損傷比較をおこなった。
双方とも耐震性の評価は低いにもかかわらず、腰屋根
形式の町家の全ては軽微な損傷（外壁・軸組損傷/3棟
全て無損傷 屋根損傷/軽微2棟・小破 1棟）で済んで
いた。下屋庇の町家は大きな損傷となった建物が多い
（外壁・軸組損傷/中破 9棟・大破 1棟 屋根損傷中破
7棟・大破 4棟）。伝統的な下屋庇の町家に損傷が多か
った要因は、2階の壁を 1階の梁で受ける耐震上好まし
くない軸組の影響であった為と考えられる。 
(3)土蔵の耐震性 
(3)-1 短辺の耐力・辺長比・下屋 
 土蔵の一般耐震診断の結果、多くの土蔵は 1 階短辺
が 0.7を切った土蔵が多かった。真壁（17棟）、佐原（11
棟）ともに短辺は、長辺の約 7 割しかなく耐力が低く
なっていた。この要因として考えられるのは、土蔵の
全重量に対し、短辺の負担が長辺に比べて大きい為と
考える。保存修理工事の影響の少ない真壁で比較する
と、外壁・軸組損傷では辺長比が 1.8～2.0あたりの建
物（6棟）に小破（2棟）・中波（1棟）・大破（1棟）
の建物が多く見られた。同様に真壁で比較すると屋根
損傷は辺長比が 1.75 を超えた土蔵（6 棟）に小破（1
棟）・中破（2棟）・大破（3棟）の建物が多く見られた。 
辺長比が大きくても内部に中仕切りがある建物（2
棟）は、損傷程度は軽微で済んでいた。しかしながら
真壁において辺長比は小さい（1.0～1.5）土蔵（7棟）
に、外壁・軸組損傷が大きい土蔵（中破 3 棟・大破 2
棟）が多く見られた。いずれも下屋とのとりつき箇所
で外壁・軸組を大きく損傷していた。重量のある本体
と軽い下屋部分との耐震性の違いにより破損したもの
と思われる。 
(3)-2 防火構造の弱点 
土蔵に損傷が多かった要因として、関東の土蔵の構
造に問題点があったと考えられる。要因の一つは町家
と比較して、葺土の下に漆喰を混ぜた土居塗 18㎝が設
けられる。町家 6㎝に対し葺き土が 24㎝と厚い。その
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 表４ 佐原土蔵保存修理工事損傷比較表 
表3 佐原町家保存修理工事損傷比較表 
為に屋根にかかる慣性力が大きくなり、町家と比較
して瓦がズレやすくなる。またズレ止めのシュロ縄
の劣化により土居塗がずれたものもあった。 
関東の土蔵は鉢巻から下も土で覆われる。その鉢
巻の損傷が多かったが、漆喰で防水された土居塗の
上を雨水が流れる為、鉢巻の竹木舞が腐食し土壁共
に落下したものが多かった。 
また外壁・軸組の損傷の要因としては、一つは腰
巻である。土蔵は、隣家の倒壊による火除けの為に
腰巻が設けられるが、腰巻には地面からの雨水の跳
ね返りから防水するために漆喰を混ぜた土で塗られ
る。その為に上部の壁のクラックから侵入した雨水
は、止水され軸組下部の腐食を促進させてしまう。 
またもう一点は、また延焼防止のために床下換気
口を設けないので、地面からの湿気や蟻害により軸
組が腐食しやすくなっていた。  
以上２の理由によると考えられる土台や柱の下部
が腐食した土蔵が見られた。その為に地震により外
壁の損傷が発生したと考えられる。 
(4)保存修理工事と損傷 
佐原は、震災前までに約 7割の建物に修理工事が
行われていた。修理工事の工法による損傷の違いを
考察した。町家の全面修理工事の建物(43 棟）と無
修理や部分修理の建物(32 棟)との比較を行ったが、
屋根損傷率では 42％、外壁軸組損傷では 39％の差が
出ていた。表 3は町家の修理の工法と損傷について
表している。屋根と基礎に分けて工法による損傷の
違いを明らかにする。 
(4)-1屋根の保存修理工事 
関東の町家は、関東大震災で多くの瓦屋根が崩落
した為に昭和に入り、引掛け瓦桟工法が普及するよ
うになってきた。また多くの災害を経て、建築基準
法やＪＡＳＳが改正され、引掛け瓦桟工法は多くの
改良が行われてきた。佐原の町家の屋根は空葺き
の引掛け瓦桟工法で保存修理工事がされていたに
もかかわらず、損傷が多く出た。棟瓦の損傷がほ
とんどで、それが損傷率を大きくした要因であっ
た。この工法で施工されて損傷した建物を見ると平
瓦は多くはズレ程度で済んでいたが、棟瓦の損傷は
防げていなかった。文化庁の手引きでは、空葺きや
瓦の留付けの方法等が示されているが、棟は銅線で
緊結する補強方法では防げなかったことになる。H15
年度以降、阪神淡路大震災以降開発された棟の心木を
金物で補強するガイドライン工法３）で修理された建物
が 10 棟あるが、それらの建物は全て無損傷であった。
（文化庁が示す棟の心木を金物で補強するなどの対
策）今後の修理工事では、棟瓦の損傷を防ぐために、
ガイドライン工法を採用することが望ましいと考える。 
土蔵の修理では、屋根の葺替が行われたにもかかわ
らず、損傷率は高く、修理の効果がなかった。土葺で
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 修理が行われた為である。今後は土蔵の利点である断
熱性を生かしつつ瓦を落下させない工法が課題である。 
(4)-2 外壁と軸組の保存修理工事 
小野川下流は、液状化現象が発生し、護岸が崩れた。
それにより宅盤が、川に向かってずれるなどの被害が
発生した。佐原の中破した町家の 10 棟（11 棟中）は
小野川下流に位置し、下屋の軸組の傾きや土間に亀裂
が入るなどの損傷となった。しかしながら、下屋を含
む建物全てをベタ基礎工法とした建物 6棟は無損傷で
あった。軟弱地盤では建物全体をベタ基礎とする工法
が有効であると確認できた。液状化の対策としてベタ
基礎工法は有効であると文化庁の手引きでも示してい
る。町家では軸組を修理しただけの建物は、外壁に被
害を出しており、軟弱地盤では基礎も同時に修理しな
ければ効果がないことが判明した。土蔵も、軸組の修
理をしただけの建物は、全て大破していた。唯一基礎
を土間コンで修理した土蔵は、無損傷であった。今後
の修理としては、軸組の修理だけでは無く、軟弱地盤
においては、基礎の修理を同時に行い、工法はベタ基
礎を採用することが望ましいと考える。 
(4)-3 保存修理工事の基本方針 
真壁・佐原の町家や土蔵は耐震診断により、多くの
建物が極稀に発生する震度 6強を超える地震で倒壊す
るという評価となっていた。関東では 30 年以内に約
70％の確率で発生すると予想されている首都圏直下型
地震の懸念がある。しかしながら、内閣府の想定では、
関東の重伝建地区 5地区は 6強を超える震度は想定さ
れておらず、東日本大震災と同程度の 5強～6弱の震度
が予想される。本来であれば震度 6 強以上の地震に備
えて、耐震補強を行うことが望ましいが、本研究では
適切な工法で全面修理工事が行われていれば、震度 5
強を 2 度も記録した佐原において、無損傷で済んでい
た特定建築物の町家が多くあったことを明らかにした。 
修理工事に当たっては、地質調査により地震動が増
幅しやすいエリアを特定すること。また耐震性の劣っ
ている特定建築物を優先する等修理の年次工事計画を
立てることが関東の重伝建地区の地震防災計画の基本
となると考える。 
 
５ まとめ 
①  真壁と佐原で被害が大きかったのは軟弱地盤で
地震動が増幅した結果であったこと。また内陸部
の桐生で被害が多く出たのは扇状地の影響であっ
たこと。川越・栃木で被害が少なかったのは地盤
が良かったことなど、各地区の損傷の違いは立地
する地盤と大きな関係があったことを明らかにし
た。 
②  町家の被害は、南北の土壁の偏在や、下屋庇の構
造など防火建築として発達してきた関東の重伝建
地区の町家の構造に一因があった。 
③ 土蔵の被害は、辺長比の大きい建物や、下屋が取
りついている建物に被害が多かったことや、やは
り防火構造として発達してきた構造に一因があっ
た。 
④ 震度 5強を 2度も記録し、液状化が発生した軟弱
地盤の佐原において適切な保存修理工事が行われ
ていれば、特定建築物の町家の被害は最小限に食
い止められることが判った。 
最後に関東の重伝建地区の当面の耐震化の一つの方
法としては、適切な保存修理工事を進捗させることが
重要であると結論付けた。 
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